
 

令和６年度 第２回八千代市公共施設再編検討・検証委員会 

 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ 日 

午前１０時００分から 

    リモート（ZOOM）開催 

 

次      第 

 

１ 開会 

 

２ 議題 

八千代市公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の改訂について 

 

３ 閉会 
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【資料１】

八千代市公共施設等総合管理計画
及び個別施設計画

改訂における要点
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￥￥
￥￥
￥

総合管理計画（現行） P1
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個別施設計画（現行） P1
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￥￥￥
￥￥

総合管理計画（現行） P4
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総合管理計画における公共建築物の総量の変化

【令和２年３月末時点】
施設数 ：１７７施設（間借施設を含む）
総延床面積：約３５.６万㎡

【令和６年３月末時点】
施設数 ：１６7施設（間借施設を含む）
総延床面積：約３４.７万㎡

４年間における変化
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総延床面積について
【現行計画】
計画案として示した各施設の今後の方向性（集約化・複合化
等）をすべて実施した場合、３１年間で約９万㎡の削減効果

⇒ 約９万（㎡）÷３１（年間）＝約２,９０３（㎡/年）

〈令和２年３月末時点から令和６年３月末時点の４年間〉
約２,９０３（㎡/年）×４（年間） ＝約１１,６１２ （㎡ /４年）

⇒ 実際は４年間で約9,000 ㎡の削減
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個別施設計画（現行） P87

令和３年度以降の投資
額として想定

２３.８億円/年

新庁舎・みどりが丘小学
校分離新設校のコストは
除く
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想定した投資額（23.8憶円/年）に対する結果
※新庁舎に係るコストは除く

【令和３年度】 約２０憶
⇒阿蘇米本学園改修工事/八千代台分署・第４分団耐震補強等工事 等

【令和４年度】 約２０.7億

⇒児童発達支援センター複合施設新築工事/高津南保育園建設工事 等

【令和５年度】 約２２.7億
⇒児童発達支援センター複合施設新築工事/新木戸第二学童保育所建設工事 等

⇒全ての年度で想定した投資額を下回る
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改訂の要点

【要点１】
将来コストについて
⇒ 新庁舎及びみどりが丘小学校分離新設校を見込む

昨今の物価上昇や人件費高騰等の影響を考慮する

【要点２】
環境に配慮した方針
⇒ 現行計画には記載していない脱炭素化について
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改訂（素案・未定稿）における中長期の将来コスト試算結果

【茶色】

現行計画には含まれない「新庁
舎」及び「みどりが丘小学校分
離新設校」

新庁舎
：各26億円（2025～2029）
みどりが丘小学校分離新設校
：30.8億円（2025のみ）

２０２４実施の劣化診断調査にて
判明した「Ｄ評価（早急に対応が
必要）」に対する改修

⇒２０２５にて対応予定
（４億円計上）

新たな投資額として想定
３５.７億円/年

※２３.８（憶円/年）×１.５（物価上
昇率等）=35.7 （憶円/年）



12

新たな投資額として想定した３５.７億円/年について

現行で想定している投資額２３.８億円/年から１.５倍
⇒２３.８（億円/年）×１.５ （倍）＝ ３５.７（億円/年）

【改訂（素案・未定稿）】

〈改修〉

総務省にて平成２４年（2012年）に公表している単価から、資材や人件費等の高騰を受け
た近年の工事実積を比較した上昇率である1.39倍と週休二日制採用による上昇率の1.06倍を
掛けた１.４７倍。

〈改築（建替え） 〉

上記改修から更にZEB化対応費の反映として、1.04倍を掛けた１.５３倍。

⇒ １.４７（倍）＋1.５３（倍）＝３（倍）

⇒ ３（倍）÷２＝１.５（倍）

省エネによって使うエネルギーを減らし、創エネによって使うエネルギー
を創ることで、エネルギー消費量を実質ゼロにすることを目指した建物
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人件費・光熱水費・委託料の将来コスト試算結果
※現行計画には記載無し

光熱水費

委託料

人件費

今後２６年間の１年における最
大値「81億円」を歳出額とし
て想定

８１億円/年



14

改訂（素案・未定稿）における中長期の将来コスト試算結果
※人件費・光熱水費・委託料を含む

投資額（３５.７億円/年）と支出
額（８１億円/年）との合計

３５．７ （憶円/年） +８１ （憶
円/年） =１１６.７ （憶円/年）
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個別施設計画（素案・未定稿）
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総合管理計画における脱炭素化における対応

【現行（令和３年３月改訂）】記載無し

【改訂（素案・未定稿）】

脱炭素化の推進方針

〈視点：公共施設等の脱炭素化のためにできる工夫はないか〉

○【省エネルギーの推進・再生可能エネルギーの活用】

公共施設の新築・改築・改修時に屋上や壁面緑化を含め建物の断熱性能の向上に向けた取組を検討する
とともに、施設の利用状況やコスト状況に応じて高効率エアコンや高効率ボイラー、LED 照明等、エネル
ギー効率が高い設備の導入を推進します。また、災害時の電力供給にも資する太陽光発電システム等を併
せて導入し、再生可能エネルギーを利用することにより脱炭素化に向けた取り組みを推進します。

○【設備機器の保守管理・運用改善】

従来の設備機器の適正な保守管理、自動調光システムや人感照明センサーなどの運用改善を行い、エネ
ルギー削減に努めます。また、建物全体のエネルギー設備を統合的に監視し自動制御することにより、省
エネルギー化や運用の最適化を行う管理システム（BEMS）の導入を検討・推進します。
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個別施設計画における脱炭素化における対応

【現行（令和３年３月策定）】記載無し

【改訂（素案・未定稿）】

<第４章 対応方針>

２ 維持管理コストの削減

脱炭素化の取組として、省エネルギーの推進・再生可能エネルギーの活用及び設備機器の保守管
理・運用改善により、維持管理コストの縮減を図ります。


